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１． はじめに 

１．１ ブロックチェーンとは 

 ブロックチェーンは、近年フィンテックの興隆

とともに喧伝され一種のブームを呼んでいる。 

 一方、ブロックチェーン技術の適用例の一つで

ある仮想通貨（ビットコインなど）は盗難事件や流

出事件の影響で警戒感も強い。 

しかし単なるデジタルデータであるにも拘わらず、

盗難にあっても消去されたり、複製されたりせずに

一定の価値を保有し続けているということは、逆に

ブロックチェーン技術の堅牢性を物語っている。 

ブロックチェーンでは、取引データの集合体に取

引元が持つ秘密鍵による暗号化を行い、ハッシュ関

数により得られる値を求め、次の取引データの集合

体にこのハッシュ値を連結して別の秘密鍵で暗号化

して新しいハッシュ値を求めるという連続した操作

を行う。 

この一連の操作が取引行為のブロックを連結して

いくように見えることからブロックチェーンと呼ば

れる。 

取引行為の順番により連続するハッシュ値が一意

に決定され、途中の取引を改ざんしようとすると、

関連するすべてのブロックのハッシュ値を再計算し

なくてはならないため事実上改ざん不可能と言われ

ている。 

この連続する取引データ集合体のブロックを複数

の管理者が共有し、データを相互に伝搬するＰ２Ｐ

ネットワークという技術で分散型の管理を行うこと

でサーバーダウンが起こってもデータが復活できる。 

従来の中央管理型がゼロダウンタイムを目指すの

と大きく異なり管理コストを大幅に削減すると同時

に、システムの堅牢性を担保できるだろうという点

に大きな期待が集まっている。 

さらに取引におけるルールや契約行為もプログラ

ムで置き換え電子データ化できる。これをスマート

コントラクトという。このプログラムも併せてブロ

ックチェーン化することにより、あらゆる経済行為

や行政システムが、中央管理型から分散共同管理型

に置き換えられてしまうのではないかと言われてい

る。 

 

１．２ 電力取引のしくみ 

一方、電力システムでは、系統周波数や電圧を維

持するために、需要の変化に合わせて発電機の出力

を調整している。電力自由化により、参入が促進さ

れている新電力事業者にもこの調整が義務づけられ

ている。本来はあらゆる瞬間において需要と発電が

一致しなければならないが、新電力事業者に関して

やや緩和され、３０分間の総量の一致でよいとされ

ている。これを「３０分同時同量」という。 

新電力事業者は、独自の発電機を保有してこの調

整を実現すべきであるが、このような資本確保は中

小規模の新電力事業者にとっては難題である。した

がって市場からの電源調達に頼らざるを得ない。 

日本の電力市場は、日本卸電力取引所（ＪＥＰＸ）

のみである。ＪＥＰＸは前日に取引が成立するスポ

ット市場が中心となっており、使い勝手の良い長期

契約市場が活性化していない。これにはさまざまな

理由があるが、発電サイドにとっては市場を活用し

た長期の運転保守計画が立てにくい情況となってい

る。このため市場の利用は限定的になり、市場外の

相対取引が９割を超えるというのが現状である。 

長期契約市場が発達ししていないため、新電力事

業者は東電や関電などといった既存の一般電気事業

者からの長期電力購入相対契約を結んでいるのが実

態である。 

既存電力から電源の融通を受け、既存電力の送配

電線で電力を供給するというような構図では新電力

事業者が大きく成長することは期待できない。 

 

１．３ ブロックチェーンの電力取引への応用 

しかし、ブロックチェーンを電力取引に応用する

とこのような状況が一変する。 



ブロックチェーンでは、発電と需要を相対で結び

つける取引行為をブロックに記述する。 

「何月何日の何時から何時まで、何キロワットを

いくらで、どの発電機から、どの需要家に送る」と

いうような契約を改ざん困難なブロックチェーンに

記録していけば立派な契約行為とみなすことができ

る。契約先が３０分ごとに異なる短期相対契約の集

合体であっても、発電機の連続運転が可能ならば、

長期相対契約と何ら変わるところはない。 

発電機としては契約した電力を広域連携機関（Ｏ

ＣＣＴＯ）に計画提出し、それに合わせて計画値同

時同量発電に専念すればよくなる。 

一方、需要家からみると、３０分ごとに電力を供

給してくれる発電機が変わることになるが、長期調

達が約束されるのであれば、長期相対契約と何ら変

わるところはない。 

契約した需要計画をＯＣＣＴＯに提出し、予定通

り電力を使えばよいだけで、電気料金の支払い行為

は後述のスマートコントラクトが自動執行してくれ

る。 

需要計画と発電計画は 1時間前まで見直しが可能

なので、後述するデジタルグリッドの仕組みではイ

ンバランスはほとんど発生しない運用が可能になる。 

 

１．４ デジタルグリッドの試み 

このことはブロックチェーンを用いた短期相対契

約を多数行えば、長期相対契約相当の契約が実現可

能であるということを意味している。 

ブロックチェーンでは、発電機と需要家が 1対１

でマッチングされるので、将来の一時点における電

力潮流を想定するというようなことも可能となる。 

現状のルールでは地域電力管内（エリア）をまた

ぐ広域連系電力取引は、前日まで取引ができるかど

うかわからない。連系線の送電能力の限界を超える

と、事前の契約はご破算となり、エリアごとに分割

したエリア内取引を再試行する仕組みとなっている。

（市場分断という） 

ブロックチェーンを用いた短期契約の方法では、

上述の方法で無数の電力取引が把握できれば先行し

て電力潮流を把握できるため、前日を待たずして市

場分断が起こるかどうかわかるようになるうえ、送

電容量を超える取引はあらかじめ契約が成立しない

ようにできる。 

このよう短期相対契約を自動化するため、デジタ

ルグリッドコントローラー（ＤＧＣ）という小型の

デバイスを開発した。（図１参照） 

ＤＧＣはスマホ並みのＣＰＵを積載し、需要予測

を行って将来の需要量を定め、望ましい電源調達価

格を算出してブロックチェーン上に電力買い注文を

出す。 

ブロックチェーンの秘密鍵はＤＧＣ内にあり、物理

的に取り出しできない構造となっている。このＤＧ

Ｃが需要を予測し、需要の買い注文に秘密鍵をかけ

て３Ｇ／ＬＴＥネットワークを通じてクラウド上の

ブロックチェーンに発信する。 

 

 

図１ デジタルグリッドコントローラー（ＤＧＣ） 

 

発電側にもこのような機器が設置され、需要の買

い注文に応じて発電の売り注文を出す。 

デジタルグリッドでは３０分単位のマッチングを

１年分（４８ｘ３６５コマ）の時間枠で行う。 

価格と量の折り合いがつけば、短期の相対契約が

成立する。見た目は株式市場を模しているものの、

３０分同時同量の自動制御システムであるというの

が本質である。 

発電機と需要家が１対１で、すなわちピアトゥピ

ア（Ｐ２Ｐ）で短期間電力取引契約を行うようにな

ると電力システムは大きく変革することになろう。 

ＤＧＣは電圧や潮流も測定でき、発電機やインバ

ータに電圧や電力の制御信号も送れるため、送配電

網の安定化にも寄与する。 

今年開発するＤＧＣのタイプＣでは計量法準拠の

電力量メータが組み込まれるため、グリーン電力証

書、Ｊクレジット、非化石価値などに相当する環境

価値も精密に計測できるようになる。これらの測定

値はブロックチェーンに記録され、各証書のデジタ

ル化を促進し、証書取引活性化に大いに寄与するも

のと思われる。 

 

２．ブロックチェーン技術の基本原理 

２．１ ブロックチェーン技術 



従来のデータの記録は、下図２に示す様に個別の

取引データを中央管理型のサーバーに記録するとい

う形式のものが多かった。このデータ記録方式では、

複数のサーバーでファイルを共有すると競合データ

が発生した時にその検出が非常に困難なであり、正

しいデータがどれなのかがわからなくなってしまう。 

したがって基本的には中央管理になるのである。

バックアップとして複数のサーバーを使うことはあ

るが、基本の記録ファイルは一つだけである。 

この記録が消えたりすると大変なのでシステムダ

ウンしないように莫大な費用と手間をかけてダウン

タイムゼロを目指してきた。 

 

 

図２ 中央管理型記録方式 

 

一方、ブロックチェーンは図３に示すように取引

データの集合体（図では簡単のために１つの取引と

している）ごとにハッシュ関数を計算し、その結果

を追加した次の取引データと新しいハッシュ値をブ

ロックとしてつないでいく。すべてがチェーン上に

つながったデータとなる。それを複数のサーバーで

ファイル共有するという形式である。 

 

 
図３ ブロックチェーンの構造とファイル共有 

 

これにより、一つのサーバーの取引データが改ざ

んされても他のサーバーのデータのハッシュ関数を

比較すると改ざんの有無が容易に判別される。この

ため、改ざんに強いという点はよく言われる。 

しかし、さらに重要な点がある。 

それは記録データをたくさんのサーバーに分散し

てファイル共有を行える点である。 

ブロックチェーンでは競合データが発生するとハ

ッシュ値が大きく異なってしまうので、検出が容易

である。そのうえ正しいデータを判別するアルゴリ

ズムが秀逸である。ビットコインなどではプルーフ

オブワーク（ＰＯＷ）という技術を使い、イーサリ

アムではプルーフオブステーク（ＰＯＳ）という技

術など多様な判別手法がある。 

ここで言う正しいデータとは必ずしも正確に正し

いことを意味してはおらず、ある条件に適合したデ

ータ集合体を正当と承認する判定プロセスを意味し

ている。例えばＰＯＷはマイニングというプロセス

を早く実現したものに正当性を与え、ＰＯＳは多数

決のようなプロセスで正当性を決定している。 

たくさんのサーバーが同じファイルを共有してい

るということはサーバーダウンを許容するというこ

とである。ブロックチェーンでは仮に多くのサーバ

ーがダウンしても残っているサーバーが一つでもあ

ればデータは消失しない。 

この様にゼロダウンタイムを目指さないことやデ

ータ正当性の決め方の柔軟性により、ブロックチェ

ーンの管理コストは極めて低くなると見られている。 

 

２．２ スマートコントラクトの意義 

ブロックチェーンの中には、履歴蓄積システムの

上にスマートコントラクトというレイヤーが設けら

れているものがある。 

スマートコントラクトでは入力データとそのデー

タを使って処理を行うプログラム、および処理の実

行結果が履歴として蓄積される。これにより、どの

ようなデータが入力されたらどのような出力がなさ

れるのかという処理プロセスが公開されていること

になる。この処理プロセスはさまざまな契約や手続

きを記述することができる。 

通常の処理プロセスやそのプログラムはブラック

ボックスであることが多いため、どのような論理で

結果が導かれているのかわからず、結果の妥当性も

検証しにくい。 

しかしスマートコントラクトは公開されているの

で非常に透明性が高く、処理プロセスやその結果の

妥当性の検証が容易であるといえよう。 

分散型のスマートコントラクトが実用化されれば、

仲介者や第三者の認証機関なしにその契約に基づい

て価値ある資産や権利の自動移譲が可能になる。 

様々な契約行為からなる現代社会の経済活動にお

いて、認証機関であった政府や第三者公的機関の役

割が置き換えられる可能性も指摘されている。 

電力取引の場合においても、電気料金の計算や取



引の手法、マッチングと価格形成のメカニズムなど

にブロックチェーンとスマートコントラクトを応用

できれば透明性が高まることが期待できる。これに

より 1対 1で長期相対契約を行うために多大な労力

を要していたことが不要となり、自動化された短時

相対取引の集合体に変革する可能性がある。このこ

とは電力系統の運営そのものにも大きな影響をもた

らすことになるだろう。 

          

３．中小規模分散電源と需要のマッチング 

３．１ 電力系統と需給マッチング 

電力系統は千数百機からなる同期発電機群が回転

を同期させて無数の需要家群に電力を供給している

巨大システムである。 

発電と消費が一致しているときは、周波数は一定

を保っている。消費が変動すると周波数が変動する

が、その変化をとらえて一部の発電機群が瞬時に出

力調整を行って周波数を維持している。 

電力自由化により現時点で６００社を超える発電

事業者が誕生した。彼らはすべての３０分間におけ

る需要と発電を常に一致させることを義務付けられ

ている。 

欧米ではこの時間間隔は１５分となっているとこ

ろが多く、再生可能エネルギーのような変動の大き

い電源や小規模分散電源が増えてくるとさらに短い

時間で同時同量実現を求められるようになると思わ

れる。 

 

３．２ 中小規模分散電源の自動運転化 

中小規模電源が、それぞれＤＧＣを持ち、電源の

売り注文に自動参画し始めると、従来の大規模電源

のバランシンググループに匹敵する自律分散型発電

システムが出現する。 

ＤＧＣによる出力制御も可能となり、電力取引の

契約を数か月先まで行うことができるようになると、

分散型電源と分散型需要間での同時同量システムが

機能しだす。 

日本の最大需要は１６０ＧＷ程度で、家庭や事業

所の数など分散電源設置可能個所を５０００万か所

と仮定すると、１か所あたり３ｋＷ程度の電源があ

れば全需要を賄える計算になる。 

このような中小規模分散電源を各家庭や事業所で

保有する時代が来ると、電力供給の役割が分散電源

にシフトしていくだろう。 

電気自動車の蓄電池や家庭の燃料電池など技術的

なブレークスルーを目前に控えた技術は多種多様で

ある。巨大な風力発電装置やメガソーラーなどに代

わり、分散型の中小規模電源が主役となる時代が来

る可能性がある。 

このような分散電源が正確に電力取引を行い、発

電と消費も履行し、その対価をやり取りするという

仕組みを構築することは、従来型の中央管理システ

ムでは物量が多くなりすぎて制御の複雑さ、管理コ

ストの増大から対応が困難となろう。 

しかし、ＤＧＣのような一種のロボットが、中小

規模電源や需要家に設置され、ブロックチェーンの

秘密鍵やスマートコントラクトが実行されると、こ

のような自律分散型電力取引が高いセキュリティを

保ちつつ実現可能となるだろう。 

 

３．３ さいたま市浦和美園地区での実証試験 

デジタルグリッド株式会社と東京大学、および日

立ＩＥシステム、立山化学工業、テセラテクノロジ

ー、ＵＳＤ、東京電力ホールディングス、関西電力、

ＮＴＴデータが共同でデジタルグリッド実証試験を

開始している。 

本事業は、環境省の平成２９年度「ＣＯ２排出削

減強化型技術開発実証事業」で採択され、さいたま

市浦和美園地区のスマートシティ街区で行われる予

定のものである。 

この実証で行われるのは、イオンモール内に設置

する６０ｋＷの太陽光発電、スマート街区内の 5軒

の住宅に設置される太陽光と蓄電池、さらに近隣の

イオン系コンビニ 5軒との間での電力取引実験であ

る。 

将来、太陽光発電といえども電力取引契約で約定

した電力しか発電できなくなる。そのためここでは

発電電力を自在に制御できるマルチパーパスインバ

ータにあたるデジタルグリッドルーター（ＤＧＲ）

を開発した。 

ＤＧＲはイオンモール内の太陽光では２０ｋＷの

ソーラーインバーターとして働くが、家庭用には５

ｋＷの蓄電池と５ｋＷの太陽光、６ｋＷの無停電電

源、７．５ｋＷの家庭間電力融通といった多用途な

インバータとして働く。 

ＤＧＲのハードウェアは全く同じものだが、ソフ

トウェアの変更だけでこのような異なる機能を付加

することができる。 



 

図４ デジタルグリッドルーター（ＤＧＲ） 

 

浦和美園実証試験では、実機の設備に加え、ダミ

ーの火力発電等を加味した短期相対電力取引シミュ

レーションを平成 31年度に行う予定となっており、

今年度中に設置工事を行うべく準備中である。 

 

３．４ 自家消費再エネ価値創出実証試験 

環境省は、「Ｈ３０年度ブロックチェーン技術を活

用した再エネCO2削減価値創出モデル事業」を公募

し、当社の提案が採択された。本稿では紙面の都合

で、この内容について多くは触れないが、５月には

環境価値に関して関心を持つ約７０の団体が一堂に

会して日本における環境価値のあり方について民間

の行動を軸にした新しい動きを模索し始める予定で

ある。 

 

４ デジタルグリッド社の実践について 

４．１ 電力小売りマッチングプラットフォーム 

筆者らはこのような電力取引を実現するため、デ

ジタルグリッド株式会社を設立し、イオンディライ

トや東京ガス等訳 20社の出資を受けて、電力小売り

プラットフォームを構築中である。 

これは同じ電力管内にある発電側のバランシング

グループに対し、需要側小売り電気事業者（サービ

スプロバイダー：ＳＰという）がＤＧＣとブロック

チェーンを使って電力の買い注文を出し、発電側が

それに対応した売り注文を出してマッチングするも

のとなる。 

金融市場を模したような作りこみにしているが実

際には短期相対契約の集合体であり、約定した契約

に沿って、需要計画と供給計画を広域連系機関に提

出して計画値同時同量を達成する自動制御システム

に他ならない。 

複雑な対価の授受に関しても下図５のように単純

な収納代行の仕組みをとっている。 

 

図５ 短期相対契約と集金システム 

 

Ａ社からＸ社に電気を送り、対価をもらうという

短期相対契約を連続的に多数マッチングさせてあた

かも長期相対契約とみなせるような仕組みにしてい

る。 

 

４．２ 実電力の授受 

Ａ社からＸ社に電気を送るという実電力の送受は

どのようになるのかという疑問がわくと思われる。 

現在の小売り電気事業制度の枠組みでは、需要家

の需要はスマートメーター毎にＯＣＣＴＯに登録さ

れ、個々の小売電気事業者別に需要計画を提出する

ことが義務付けられている。この需要計画に合わせ

て電源の調達計画も同様のサイクルで提出すること

が義務付けられている。 

需要計画と電源調達計画は月次、週次、日次ごと

に提出することになっており、最終的には 1時間前

まで計画見直しが可能となっている。 

実際の発電では、電源側は需要の多寡を計測する

必要はなく、提出した計画通りに発電すればよいこ

とになっている。計画からずれた分はインバランス

としてペナルティが課せられる。需要側も計画から

乖離するとインバランスとなり、ペナルティが課せ

られる。これらの乖離はスマートメーターの計量値

をもとに計測されＯＣＣＴＯが把握することとなる。 

発電側と需要側を分離してそれぞれ計画値通りに

運用することを、「計画値同時同量制御」という。 

現行制度では、この方法に従えば、特定の発電側

から特定の需要側に電力が送られたという認定がな

される。 

短期相対契約は現行制度に準拠して、30分ごとに

実電力を授受する仕組みとなっている。 

 



５．多様なエネルギー関連取引への展開 

ブロックチェーンを使った取引は、目に見えなか

った電力や環境価値などをリアルな実態のあるもの

に転換する。 

取引が活発化することにより、このプラットフォ

ームはＦＩＴに代わるような財源を生み出す可能性

がある。日本の電力システムの再生を図りつつ、重

厚で頑健な電力システムを維持していくためには財

源が必要であり、短期電力取引や環境価値取引の活

性化はそれにこたえるものとなろう。 

  

 


